
【経営資料】
Ⅰ 決算の状況

１．貸借対照表
（単位：千円）

資 産
科 目 平成２８年度 平成２９年度
（資 産 の 部）

１．信用事業資産 ９６，０８５，６２６ ９７，２５５，５１０
（１）現金 ４２０，３０７ ３６８，３７９
（２）預金 ６４，２４４，４１２ ６５，９７１，９２５

系統預金 ６３，４３４，８７７ ６５，６６３，８２８
系統外預金 ８０９，５３５ ３０８，０９７

（３）有価証券 １０，９９９，２３７ １２，０９２，８７１
（４）貸出金 ２０，４９４，９５２ １８，８７９，５６８
（５）その他の信用事業資産 ８３，１８９ ７９，６２４

未収収益 ７０，６９０ ６４，６９３
その他の資産 １２，４９８ １４，９３０

（６）貸倒引当金 ▲ １５６，４７４ ▲ １３６，８５７
２．共済事業資産 ６９，１７２ ５９，４４１
（１）共済貸付金 ５９，７８８ ５２，７１５
（２）共済未収利息 ７１２ ５６７
（３）その他の共済事業資産 ８，６９１ ６，１７２
（４）貸倒引当金 ▲ １９ ▲ １３
３．経済事業資産 １，３６０，５６８ １，４４１，２９４
（１）受取手形 ５，４９５ ８，３８１
（２）経済事業未収金 ５３６，３２０ ５７３，０６４
（３）経済受託債権 ５００，２６０ ５４１，３２９
（４）棚卸資産 ２９４，２０１ ３０３，２５０

購買品 ２３３，９４７ ２４５，０１７
その他の棚卸資産 ６０，２５３ ５８，２３３

（５）その他の経済事業資産 ２７，２４８ １８，１５８
（６）貸倒引当金 ▲ ２，９５８ ▲ ２，８８９
４．雑資産 ２７６，１２４ ３４６，０２０
５．固定資産 ２，６５６，８８７ ３，０１１，３２４
（１）有形固定資産 ２，６４６，１０３ ３，００１，４１１

建物 ４，６１２，４５４ ４，７４８，８０８
機械装置 １，０４４，５１９ １，２７７，３９２
土地 １，２１７，７４７ １，２４７，７８８
建設仮勘定 １２，０１０ －
その他の有形固定資産 １，００６，６１５ １，０８３，３７２
減価償却累計額 ▲ ５，２４７，２４３ ▲ ５，３５５，９４８

（２）無形固定資産 １０，７８３ ９，９１２
その他の無形固定資産 １０，７８３ ９，９１２

６．外部出資 ３，５８８，１８４ ３，５４３，６７１
（１）外部出資 ３，５８８，１８４ ３，５４３，６７１

系統出資 ３，４６４，１３２ ３，４０９，６３８
系統外出資 １２４，０５２ １２４，０５２
子会社等出資 － ９，９８０

７．繰延税金資産 ８４，０６３ ９６，９９３
資 産 の 部 合 計 １０４，１２０，６２７ １０５，７５４，２５６
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（単位：千円）

負 債 及 び 純 資 産
科 目 平成２８年度 平成２９年度
（負 債 の 部）

１．信用事業負債 ９４，３８１，９１１ ９５，６２６，５２７
（１）貯金 ９３，７６１，４５５ ９５，０３０，６１７
（２）借入金 ４８２，１３１ ５０９，４４５
（３）その他の信用事業負債 １３８，３２５ ８６，４６５

未払費用 ５５，６７７ ４３，３８６
その他の負債 ８２，６４７ ４３，０７８

２．共済事業負債 ６７７，３４８ ６０８，２３３
（１）共済借入金 ６１，６７７ ５３，５１５
（２）共済資金 ３５９，４８５ ３１６，３１５
（３）共済未払利息 ７３６ ５８７
（４）未経過共済付加収入 ２４６，９６０ ２３３，３０２
（５）共済未払費用 ６，１０９ ３，１８６
（６）その他の共済事業負債 ２，３７９ １，３２６
３．経済事業負債 ９０８，９７２ ９２０，４０２
（１）経済事業未払金 ４２９，５３１ ３９４，５５０
（２）経済受託債務 ４５０，３０８ ４９６，７７５
（３）その他の経済事業負債 ２９，１３２ ２９，０７７
４．雑負債 ２８１，５１９ ６１４，０７８
（１）未払法人税等 ５３，１６４ ７８，２７９
（２）資産除去債務 １１，７７９ １１，８４２
（３）その他の負債 ２１６，５７５ ５２３，９５６
５．諸引当金 ５５０，００４ ５６９，３３５
（１）賞与引当金 ６９，０９１ ６８，３６７
（２）退職給付引当金 ４６６，９３０ ４８７，００９
（３）役員退職慰労引当金 ９，２７４ ９，０８０
（４）ポイント引当金 ４，７０７ ４，８７８
負 債 の 部 合 計 ９６，７９９，７５６ ９８，３３８，５７９
（純 資 産 の 部）

１．組合員資本 ７，０４９，２１９ ７，１４８，５４７
（１）出資金 ２，６９９，４３３ ２，６６７，５７８
（２）利益剰余金 ４，３６２，０６９ ４，４９４，３１４

利益準備金 ２，３５５，０００ ２，３９５，０００
その他利益剰余金 ２，００７，０６９ ２，０９９，３１４
任意積立金 １，６８２，１３０ １，７５６，１６９
リスク管理積立金 ８５３，０００ ８１８，０００
農業経営基盤積立金 １１９，０００ １３３，０００
施設整備積立金 ２１０，０００ ２８０，０００
税効果積立金 １６２，８９３ １８７，９３２
特別積立金 ３３７，２３７ ３３７，２３７

当期未処分剰余金 ３２４，９３８ ３４３，１４４
（うち当期剰余金） （１５５，２２９） （１９８，３４６）

（３）処分未済持分 ▲ １２，２８３ ▲ １３，３４５
２．評価・換算差額等 ２７１，６５１ ２６７，１２９
（１）その他有価証券評価差額金 ２７１，６５１ ２６７，１２９
純 資 産 の 部 合 計 ７，３２０，８７１ ７，４１５，６７７

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 １０４，１２０，６２７ １０５，７５４，２５６
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２．損益計算書
（単位：千円）

科 目 平成２８年度 平成２９年度
１．事業総利益 ２，３６４，８１８ ２，３６９，７１０

（１）信用事業収益 ８８０，５４１ ８３９，４３１
資金運用収益 ８０１，４４８ ７８４，９８６
（うち預金利息） （３１９，１２４） （３２４，５０８）
（うち有価証券利息） （１４２，０５５） （１３８，３２６）
（うち貸出金利息） （２４２，５５８） （２１６，１２８）
（うちその他受入利息） （９７，７１０） （１０６，０２２）
役務取引等収益 ３１，１２９ ３０，７５３
その他事業直接収益 ２２，４２９ －
その他経常収益 ２５，５３３ ２３，６９１

（２）信用事業費用 １５７，４７６ １２３，４０４
資金調達費用 ７０，９６４ ５４，９０９
（うち貯金利息） （６３，６０１） （４８，８０８）
（うち給付補�備金繰入） （４，８１９） （４，２２７）
（うち借入金利息） （１，８１９） （１，５９４）
（うちその他支払利息） （７２４） （２７９）
役務取引等費用 ７，３１１ ７，２２２
その他事業直接費用 ６６ －
その他経常費用 ７９，１３３ ６１，２７２
（うち貸倒引当金繰入額） （１，０８０） （－）
（うち貸倒引当金戻入益） （－） （▲ １８，０７２）

信用事業総利益 ７２３，０６５ ７１６，０２６
（３）共済事業収益 ８８７，００５ ８８６，９０９

共済付加収入 ８３８，２７５ ８４６，０６３
共済貸付金利息 １，５１０ １，２５５
その他の収益 ４７，２１８ ３９，５９０

（４）共済事業費用 ７９，１３７ ６３，７６４
共済借入金利息 １，５１０ １，２５５
共済推進費 ２６，２３７ １５，２５５
共済保全費 ４，０９２ ３，８９７
その他の費用 ４７，２９６ ４３，３５６
（うち貸倒引当金戻入益） （▲ ４） （▲ ５）

共済事業総利益 ８０７，８６７ ８２３，１４４
（５）購買事業収益 ３，３４９，５９６ ３，４５７，６７５

購買品供給高 ３，２４９，０６１ ３，３５４，２７５
購買手数料 １６ １８
修理サービス料 ６９，６５３ ７１，８７４
その他の収益 ３０，８６４ ３１，５０７

（６）購買事業費用 ２，８４１，３５０ ２，９６９，２０１
購買品供給原価 ２，７３９，１７９ ２，８６３，１９４
修理サービス費 ８，２１９ ７，３９５
その他の費用 ９３，９５０ ９８，６１１
（うち貸倒引当金戻入益） （▲ ２８１） （▲ ３８）
（うち貸倒損失） （－） （１９０）

購買事業総利益 ５０８，２４６ ４８８，４７４
（７）販売事業収益 １５２，０３７ １５７，９２５

販売手数料 １３８，９３８ １４０，６９９
その他の収益 １３，０９８ １７，２２６

（８）販売事業費用 １４，９５８ ８，０６７
その他の費用 １４，９５８ ８，０６７
（うち貸倒引当金繰入額） （２７） （－）
（うち貸倒引当金戻入益） （－） （▲ ３０）

販売事業総利益 １３７，０７９ １４９，８５８
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（単位：千円）

科 目 平成２８年度 平成２９年度
（９）保管事業収益 ５９，６７６ ６０，８２５
（１０）保管事業費用 ２４，２６２ ２１，１９４
保管事業総利益 ３５，４１３ ３９，６３０
（１１）加工事業収益 ４，４１３ ３，６８６
（１２）加工事業費用 ３，７６１ ３，５６９
加工事業総利益 ６５２ １１７
（１３）利用事業収益 ３２２，０５１ ３１９，４６６
（１４）利用事業費用 ２４４，９８５ ２５６，０５６
利用事業総利益 ７７，０６５ ６３，４０１
（１５）葬祭事業収益 ２６２，９４３ ２８３，４３１
（１６）葬祭事業費用 １６６，６１８ １７４，４２７
葬祭事業総利益 ９６，３２５ １０９，００３
（１７）その他事業収益 １，９５５ １，８１３
（１８）その他事業費用 １０ １
その他事業総利益 １，９４５ １，８１２
（１９）指導事業収入 ７，６９５ ６，９９７
（２０）指導事業支出 ３０，５３７ ２８，７５５
指導事業収支差額 ▲ ２２，８４２ ▲ ２１，７５８
２．事業管理費 ２，２０４，５３２ ２，１３８，７２９
（１）人件費 １，５８１，８３２ １，５３７，１３９
（２）業務費 １７５，１８８ １７７，８６９
（３）諸税負担金 ６８，２５０ ６５，２３７
（４）施設費 ３７３，１６１ ３５１，９７４
（５）その他費用 ６，０９８ ６，５０８
事 業 利 益 １６０，２８５ ２３０，９８０

３．事業外収益 ９５，４８１ １２０，１９９
（１）受取雑利息 １１３ ３９
（２）受取出資配当金 ６４，８４３ ６４，８３６
（３）賃貸料 ８，０８３ ８，２２８
（４）償却債権取立益 ３８５ ３２５
（５）雑収入 ２２，０５５ ４６，７６９

４．事業外費用 １，１６３ ９，７１０
（１）寄付金 ４０４ ４０１
（２）雑損失 ７５５ ９，３１３

（うち貸倒引当金繰入額） （４） （－）
（うち貸倒引当金戻入益） （－） （▲ ３）

経 常 利 益 ２５４，６０３ ３４１，４６９
５．特別利益 ６８３ ２４６，３９８

（１）固定資産処分益 ６８３ －
（２）一般補助金 － ２４６，３９８

６．特別損失 ５４，９５５ ３１２，３６７
（１）固定資産処分損 １１，０４５ １０，０５８
（２）固定資産圧縮損 － ２４６，３９８
（３）減損損失 ４３，９０９ ５５，９０９
税引前当期利益 ２００，３３２ ２７５，５００
法人税、住民税及び事業税 ７０，１４２ ８８，３５５
法人税等調整額 ▲ ２５，０３９ ▲ １１，２０１
法人税等合計 ４５，１０３ ７７，１５４
当期剰余金 １５５，２２９ １９８，３４６
当期首繰越剰余金 ７３，７０９ ５８，７９８
リスク管理積立金取崩額 ５７，０００ ５５，０００
農業経営基盤積立金取崩額 ３９，０００ ３１，０００
当期未処分剰余金 ３２４，９３８ ３４３，１４４
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（単位：千円）

科 目 平成２８年度 平成２９年度
１．事業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期利益 ２００，３３２ ２７５，５００
減価償却費 １８０，４３７ １４１，６２０
減損損失 ４３，９０９ ５５，９０９
貸倒引当金の増減額（▲は減少） ▲ ４１４ ▲ １９，６９４
賞与引当金の増減額（▲は減少） ▲ １，３９９ ▲ ７２４
退職給付引当金の増減額（▲は減少） ▲ ７，５５０ １９，８８４
その他引当金等の増減額（▲は減少） ２８９ １７１
信用事業資金運用収益 ▲ ８０６，６１７ ▲ １，１７３，３９２
信用事業資金調達費用 ７０，９６４ ５４，９０９
共済貸付金利息 ▲ １，５１０ ▲ １，２５５
共済借入金利息 １，５１０ １，２５５
受取雑利息及び受取出資配当金 ▲ ６４，９５７ ▲ ６４，８７５
支払雑利息 － －
為替差損益 － －
有価証券関係損益（▲は益） ▲ １７，１９４ ３８８，４０６
固定資産売却損益（▲は益） １０，３６２ １０，０５８
外部出資関係損益（▲は益） － －

（信用事業活動による資産及び負債の増減）
貸出金の純増（▲）減 １，２３７，９８０ １，６１５，３８４
預金の純増（▲）減 ▲ ２，８４９，０００ ▲ ４００，０００
貯金の純増減（▲） １，８７１，６１６ １，２６９，１６１
信用事業借入金の純増減（▲） ９，７７７ ２７，３１４
その他信用事業資産の増減 ▲ １，９９９ ▲ ２，４４４
その他信用事業負債の増減 ▲ ８８，７５０ ▲ ３５，０８４

（共済事業活動による資産及び負債の増減）
共済貸付金の純増（▲）減 ５６２ ７，０７２
共済借入金の純増減（▲） １，３２７ ▲ ８，１６２
共済資金の純増減（▲） ▲ ３８，８９４ ▲ ４３，１６９
その他共済事業資産の増減 ８２４ ２，５１８
その他共済事業負債の増減 ７８５ ▲ １７，６３３

（経済事業活動による資産及び負債の増減）
受取手形及び経済事業未収金の純増（▲）減 ２７，７８４ ▲ ３９，６２９
経済受託債権の純増（▲）減 ▲ ９２，９３０ ▲ ４１，０６８
棚卸資産の純増（▲）減 ▲ １，６３６ ▲ ９，０４９
支払手形及び経済事業未払金の純増減（▲） ▲ ３６ ▲ ３４，９８１
経済受託債務の純増減（▲） １２３，１０８ ４６，４６６
その他経済事業資産の増減 ▲ ７，７０３ ９，０９０
その他経済事業負債の増減 ▲ ３，０９９ ▲ ５５

（その他の資産及び負債の増減）
その他資産の増減 ３９，０５３ ▲ ６９，８９２
その他負債の増減 ▲ １，４４０ ３２５，３２４
未払消費税の増減額 １１，００３ ▲ １７，８７９

３．キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

科 目 平成２８年度 平成２９年度
信用事業資金運用による収入 ８１０，８３０ １，１７９，４０３
信用事業資金調達による支出 ▲ ７４，５９４ ▲ ７１，６８６
共済貸付金利息による収入 １，４８９ １，４００
共済借入金利息による支出 ▲ １，４６５ ▲ １，４０４
事業分量配当金の支払額 － ▲ ３９，４４４

小 計 ５８２，７５３ ３，３３９，３２５
雑利息及び出資配当金の受取額 ６４，９５７ ６４，８７５
雑利息の支払額 － －
法人税等の支払額 ▲ ７９，４２３ ▲ ６３，２４０

事業活動によるキャッシュ・フロー ５６８，２８７ ３，３４０，９６０
２．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 ▲ １，６４２，４９７ ▲ ２，１９４，１７４
有価証券の売却等による収入 １，８５７，６１０ ７０５，８８３
金銭の信託の増加による支出 － －
金銭の信託の減少による収入 － －
固定資産の取得による支出 ▲ ２７３，５７５ ▲ ２，０７０，８８７
固定資産の売却による収入 １６５，８５５ １，２６２，４６２
補助金の受入による収入 － ２４６，３９８
外部出資による支出 ▲ ８０ ▲ ９，９８０
外部出資の売却等による収入 ５４，９２６ ５４，４９３

投資活動によるキャッシュ・フロー １６２，２３８ ▲ ２，００５，８０３
３．財務活動によるキャッシュ・フロー

設備借入れによる収入 － －
設備借入れの返済による支出 － －
出資の増額による収入 ７６，６７４ ７２，６４５
出資の払戻しによる支出 ▲ １２０，４７６ ▲ １０５，４００
持分の取得による支出 ▲ １２，２８８ ▲ １３，３５６
持分の譲渡による収入 １４，４０２ １２，２９４
出資配当金の支払額 ▲ ２１，８２９ ▲ ２６，６５６

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ ６３，５１７ ▲ ５９，５７３
４．現金及び現金同等物に係る換算差額 － －
５．現金及び現金同等物の増加額（又は減少額） ６６７，００８ １，２７５，５８３
６．現金及び現金同等物の期首残高 ８４４，２１１ １，５１１，２２０
７．現金及び現金同等物の期末残高 １，５１１，２２０ ２，７８６，８０４
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）次に掲げる資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法
・子会社株式…移動平均法による原価法
・その他有価証券
イ．時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

ロ．時価のないもの……移動平均法による原価法
② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・購買品（店舗在庫以外）…最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

・購買品（店舗在庫）………売価還元法による原価法（貸借対照表
価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）

・その他の棚卸資産………最終仕入原価法による原価法（貸借対
照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）

（２）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しています。ただし、平成１０年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以降
に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用して
います。
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっています。また、取得価額１０万円以上２０
万円未満の少額減価償却資産については、法人税法の規定に基づ
き、３年間で均等償却を行っています。

② 無形固定資産……定額法を採用しています。
なお、自組合利用ソフトウェアについては、当組合における利

用可能期間（５年）に基づく定額法により償却しています。
（３）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている資産の自己査定の基準、経理規
程及び資産の償却・引当規程に則り、次のとおり計上しています。
正常先債権及び要注意先債権（要管理債権を含む）については、

貸倒実績率等で算定した金額を計上しています。
破綻懸念先債権については、債権額から担保の処分可能見込額

及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務
者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を引当てて
います。このうち債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッ
シュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、
当該キャッシュ・フローを当組合の貸出シェアで按分した金額と
債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除した残額との差額を引当てています。
実質破綻先債権及び破綻先債権については、債権の帳簿価額か

ら担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額を引き当てています。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、審査部署が資産

査定を実施し、当該部署から独立した内部監査及び監事の監査を受
けており、その査定結果に基づいて、上記の引当を行っています。

② 賞与引当金
職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の

うち当事業年度負担分を計上しています。
③ 退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度に発生している
と認められる額を計上しています。
i ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度

までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっ
ています。
ii ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における

職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額
法により按分した額を、それぞれ発生事業年度から費用処理す
ることとしています。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金支給規程に

基づく期末要支給額を計上しています。
⑤ ポイント引当金

JAポイントサービスに基づき組合員・利用者に付与したポイン
トの使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将
来発生すると見込まれる額を計上しています。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等は雑資産に計上し、

５年間で均等償却を行っています。

（５）記載金額の端数処理
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額が千円未

満の科目については「０」で表示しています。そのため、表中の合
計が一致しないことがあります。

２．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産等に関する圧縮記帳額

有形固定資産等の取得価額から控除している圧縮記帳額は
２，５０７，２５０千円であり、その内訳は次のとおりです。

① 建物 １，１５１，７３６千円
② 機械装置 １，１８６，１７５千円
③ 土地 １６，４９７千円
④ その他の有形固定資産 １５２，０９３千円
⑤ 無形固定資産 ７４７千円

（２）担保に供した資産等
系統定期預金９００，０００千円を為替決済の担保に、系統外定期預金

５，１００千円を指定金融機関等の事務取扱に係る担保に、それぞれ供し
ています。

（３）子会社等に対する金銭債権及び金銭債務
子会社等に対する金銭債権の総額 ありません
子会社等に対する金銭債務の総額 １０，０２９千円

（４）役員との間の取引による役員に対する金銭債権及び金銭債務
理事及び監事に対する金銭債権の総額 ９９，５６１千円
理事及び監事に対する金銭債務の総額 ありません

（５）貸出金のうちリスク管理債権の合計額及びその内訳
貸出金のうち、破綻先債権額はありません。延滞債権額は１１９，９０１

千円です。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の遅延が相当期間継続して

いることその他の事由により元本又は利息の取立又は弁済の見込み
がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法
人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第４号に規定する事由が生じている貸出金です。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債

権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支
払を猶予した貸出金以外の貸出金です。
貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払

日の翌日から３カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞
債権に該当しないものです。
貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は１３，５４０千円です。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、
債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものです。
破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件

緩和債権額の合計額は１３３，４４１千円です。
なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

３．損益計算書に関する注記
（１）子会社等との事業取引による取引高の総額及び事業取引以外の取
引による取引高の総額
① 子会社等との取引による収益総額はありません。
② 子会社等との取引による費用総額はありません。

（２）減損損失に関する注記
① グルーピングの方法と共用資産の概要

当組合では、収支管理を店舗別に実施していることから、支店
は各支店別に、経済拠点は各店舗別にグルーピングしています。
また、本店、農業関係施設等の共同利用施設については、JA全体
の共用資産としています。

② 減損損失を認識した資産または資産グループの概要
当期に減損損失を計上した固定資産は以下のとおりです。

場 所 用 途 種 類 その他
鹿島給油所 営業用店舗 土地及び建物等
能登島給油所 営業用店舗 土地
中央給油所 営業用店舗 土地
旧営農部事務所 賃貸 土地
旧 JAガーデンテナント 賃貸 土地
旧アグリショップ中部 賃貸 建物
温井ライスセンター 賃貸 建物
矢田ライスセンター 賃貸 建物
千野ライスセンター 賃貸 建物
多根ライスセンター 賃貸 建物
若林ライスセンター 賃貸 建物
旧南大呑育苗 遊休 土地
旧崎山店 遊休 土地
旧釶打店 遊休 土地
旧高階店 遊休 土地及び建物等
旧 JAガーデン・資材倉庫 遊休 土地

４．注記表（平成２９年度）
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③ 減損損失の認識に至った経緯
給油所施設については、当該店舗の営業収支が２期連続赤字で

あると同時に、短期的に業績の回復が見込まれないことから、帳
簿価額を回収可能額まで減額し、当期減少額を減損損失として認
識しました。
その他の賃貸資産・遊休資産は、減損の兆候が見られることか

ら、処分可能価格まで評価しその差額を減損損失として認識しま
した。

④ 減損損失の金額について、特別損失に計上した金額と主な固定
資産の種類ごとの減損損失の内訳
鹿島給油所 ２１，７５０千円（建物１７，８１６千円、

土地 ３，８３６千円、
その他 ９７千円）

中央給油所 １，２３６千円（土地 １，２３６千円）
能登島給油所 １０５千円（土地 １０５千円）
旧営農部事務所 １５，８９４千円（土地１５，８９４千円）
旧 JAガーデンテナント ３，７７９千円（土地 ３，７７９千円）
旧アグリショップ中部 ３１６千円（建物 ３１６千円）
温井ライスセンター ７７千円（建物 ７７千円）
矢田ライスセンター １４７千円（建物 １４７千円）
千野ライスセンター １７６千円（建物 １７６千円）
多根ライスセンター １７９千円（建物 １７９千円）
若林ライスセンター ８７千円（建物 ８７千円）
旧南大呑育苗 ２４０千円（土地 ２４０千円）
旧崎山店 ５５５千円（土地 ５５５千円）
旧釶打店 ４０千円（土地 ４０千円）
旧高階店 １１，１６４千円（建物 ６，８７１千円、

土地 ４，２９２千円）
旧 JAガーデン・資材倉庫 １５７千円（土地 １５７千円）

合 計 ５５，９０９千円（建物２５，６７２千円、
土地３０，１３９千円、
その他 ９７千円）

⑤ 回収可能価額の算定方法
七尾市（旧アグリショップ中部、温井ライスセンター、矢田ラ

イスセンター、千野ライスセンター、多根ライスセンター、若林
ライスセンター）、鹿島郡中能登町（旧 JAガーデンテナント）の
固定資産の回収可能価額については使用価値を採用しており、適
用した割引率は５．６％です。
七尾市（中央給油所、能登島給油所、旧営農部事務所、旧南大

呑育苗、旧崎山店、旧釶打店、旧高階店）、鹿島郡中能登町（鹿島
給油所、旧 JAガーデン・資材倉庫）の固定資産の回収可能価額に
ついては正味売却価額を採用しており、その時価は固定資産税評
価額に基づき算定しています。

４．金融商品に関する注記
（１）金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組
合員や地域内の企業や団体などへ貸付け、残った余裕金を石川県
信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債などの
債券による運用を行っています。

② 金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等

に対する貸出金及び有価証券であり、貸出金は、組合員等の契約
不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。
また、有価証券は債券であり、純投資目的（その他有価証券）

で保有しています。
これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格

の変動リスクに晒されています。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスクの管理

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会に
おいて対応方針を決定しています。
また、通常の貸出取引については、本店に審査課を設置し各

支店との連携を図りながら、与信審査を行っています。審査に
あたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力
の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査基準を設
けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全
性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳格に行ってい
ます。不良債権については管理・回収方針を作成・実践し、資
産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結果、
貸倒引当金については資産の償却・引当規程に基づき必要額を
計上し、資産及び財務の健全化に努めています。

ロ．市場リスクの管理
当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リス

クを的確にコントロールすることにより、収益化及び財務の安
定化を図っています。このため、財務の健全性維持と収益力強
化とのバランスを重視した ALMを基本に、資産・負債の金利感
応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔
軟な財務構造の構築に努めています。
とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通し

などの投資環境分析及び当組合の保有有価証券ポートフォリオ
の状況や ALMなどを考慮し、理事会において運用方針を定める
とともに、経営層で構成する余裕金運用会議を定期的に開催し
て、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。金融課（運
用部門）は、理事会で決定した運用方針及び余裕金運用会議で
決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジ
を行っています。金融課（運用部門）が行った取引については
企画管理課（リスク管理部門）が適切な執行を行っているかど
うかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告し
ています。
市場リスクに係る定量的情報

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目
的以外の金融商品です。当組合において、主要なリスク変数
である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、
貸出金、有価証券のうちその他有価証券に分類している債券、
貯金及び借入金です。
当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期

末後１年程度の金利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値
の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分
析に利用しています。金利以外のすべてのリスク変数が一定
であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が０．１％
上昇したものと想定した場合には、経済価値が７３，２８２千円減
少するものと把握しています。
当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提

としており、金利とその他のリスク変数の相関を考慮してい
ません。
また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場

合には、算定額を超える影響が生じる可能性があります。
ハ．資金調達に係る流動性リスクの管理

当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達につい
て月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の確保に努めてい
ます。
また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での

重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性）を
把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討を行っていま
す。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に

基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額（これに準ずる価額を含む）が含まれています。当該価額の
算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前
提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項
① 金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

当年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、
次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものにつ

いては、次表には含めず③に記載しています。
（単位：千円）

貸借対照表計上額
（Ａ）

時 価
（Ｂ）

差 額
（Ｂ）－（Ａ）

預 金 ６５，９７１，９２５ ６５，９７３，８０９ １，８８４
有 価 証 券 １２，０９２，８７１ １２，０９２，８７１ ―
その他有価証券 １２，０９２，８７１ １２，０９２，８７１ ―

貸 出 金 １８，９８５，１８２
貸 倒 引 当 金 ▲ １３６，８５７
貸倒引当金控除後 １８，８４８，３２５ １９，０５９，６３１ ２１１，３０６
資 産 計 ９６，９１３，１２１ ９７，１２６，３１１ ２１３，１９０

貯 金 ９５，０３０，６１７ ９５，０５２，９９０ ２２，３７３
負 債 計 ９５，０３０，６１７ ９５，０５２，９９０ ２２，３７３

（注）１．貸出金には、貸借対照表上雑資産に計上している職員厚生
貸付金１０５，６１４千円を含めています。

２．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控
除しています。

② 金融商品の時価の算定方法
【資産】
イ．預金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似している
ことから、当該帳簿価額によっています。満期のある預金につ
いては、期間に基づく区分ごとに、円 Libor・スワップレートで
割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

ロ．有価証券
債券は取引金融機関等から提示された価格によっています。

ハ．貸出金
貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を

反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていな
い限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額
によっています。
一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づ
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く区分ごとに、元利金の合計額を円 Libor・スワップレートで割
り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額として
算定しています。
また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳

簿価額から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額として
います。

【負債】
イ．貯金

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳
簿価額）を時価とみなしています。
また、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将

来のキャッシュ・フローを円 Libor・スワップレートで割り引い
た現在価値を時価に代わる金額として算定しています。

③ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の

とおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれてい
ません。

（単位：千円）
貸借対照表計上額

外部出資 ３，５４３，６７１
外部出資等損失引当金 －
外部出資等損失引当金控除後 ３，５４３，６７１

（注） 外部出資のうち、市場価格のない株式については、時価を把
握することが極めて困難であると認められるため、時価開示の
対象とはしていません。

④ 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

預 金 ６５，６７１，９２５ － － － － ３００，０００，０００
有 価 証 券 １，５００，０００ １，６１０，０００ １，１０７，０００ ３００，０００ ８００，０００ ６，４００，０００
その他有
価証券の
うち満期
があるも
の

１，５００，０００ １，６１０，０００ １，１０７，０００ ３００，０００ ８００，０００ ６，４００，０００

貸 出 金 ２，１０６，１９２ １，６６４，５５８ １，５２８，１０２ １，４３０，３１３ １，２７９，５０５ １０，７８９，４９３
合 計 ６９，２７８，１１７ ３，２７４，５５８ ２，６３５，１０２ １，７３０，３１３ ２，０７９，５０５ ３１７，１８９，４９３

（注）１．貸出金のうち、当座貸越３４９，０１６千円については「１年以内」
に含めています。また、期限のない劣後特約付ローンについ
ては「５年超」に含めています。

２．貸出金のうち３カ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した
債権等８１，４０２千円は償還の予定が見込まれないため、含めて
いません。

⑤ 有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

貯 金 ７８，５８４，２７４ ８，０１７，７４２ ６，６２４，６２４ ７１９，２３２ ５７３，８７６ ５１０，８６６
合 計 ７８，５８４，２７４ ８，０１７，７４２ ６，６２４，６２４ ７１９，２３２ ５７３，８７６ ５１０，８６６

（注） 貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めて開
示しています。

５．有価証券に関する注記
（１）有価証券の時価及び評価差額に関する事項

有価証券の時価及び評価差額に関する事項は次のとおりです。
① その他有価証券

その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、
貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表
計上額
（Ａ）

取得原価又
は償却原価
（Ｂ）

差 額
（Ａ）－（Ｂ）

貸借対照表
上計上額が
取得原価又
は償却原価
を超えるも
の

国 債 ３，４５２，８３１ ３，３２４，４０７ １２８，４２３
地 方 債 ２，６０７，５５０ ２，４９９，８６７ １０７，６８２
政府保証債 ４２３，６４０ ３９９，９８６ ２３，６５３
社 債 ４，２２１，３００ ４，０９８，３７６ １２２，９２４
受 益 証 券 ３０４，０２０ ３００，０００ ４，０２０

小 計 １１，００９，３４１ １０，６２２，６３６ ３８６，７０３

貸借対照表
上計上額が
取得原価又
は償却原価
を超えない
もの

国 債 ０ ０ ０
地 方 債 ０ ０ ０
政府保証債 ０ ０ ０
社 債 ４９１，２４０ ５００，９６３ ▲ ９，７２３
受 益 証 券 ５９２，２９０ ６００，０００ ▲ ７，７１０

小 計 １，０８３，５３０ １，１００，９６３ ▲ １７，４３３
合 計 １２，０９２，８７１ １１，７２３，６０１ ３６９，２７０

なお、上記評価差額から繰延税金負債１０２，１４０千円を差し引いた
額２６７，１２９千円を「その他有価証券評価差額金」として計上してい
ます。

（２）当年度中に売却した満期保有目的の債券
当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

（３）当年度中に売却したその他有価証券
当年度中に売却したその他有価証券はありません。

（４）当年度中において、保有目的が変更となった有価証券
当年度中において、保有目的が変更となった有価証券はありませ

ん。
（５）当年度中に減損処理を行った有価証券

当年度中に減損処理を行った有価証券はありません。
６．退職給付に関する注記

職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づき、退職一
時金制度を採用しています。
また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部に充てるた

め、全国農林漁業団体共済会との契約に基づく特定退職金共済制度及
び全共連との契約に基づく確定給付型年金制度を採用しています。
（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務の額 １，８８１，４８０千円
勤務費用 ７９，８５２千円
利息費用 －千円
数理計算上の差異の発生額 ▲ １０，６２９千円
退職給付の支払額 ▲ ８０，０４１千円

期末における退職給付債務 １，８７０，６６２千円
（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 １，２５１，４４４千円
期待運用収益 １４，４８２千円
数理計算上の差異の発生額 ▲ ６３８千円
特定退職金共済制度への拠出金 ３９，１４１千円
確定給付型年金制度への拠出金 ２６，５２１千円
退職給付の支払額 ▲ ６７，６３７千円

期末における年金資産 １，２６３，３１３千円
（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された
退職給付引当金の調整表

退職給付債務 １，８７０，６６２千円
特定退職金共済制度年金原資 ▲ ５３７，５１０千円
確定給付型年金制度年金原資 ▲ ７２５，８０３千円
未積立退職給付債務 ６０７，３４８千円
未認識数理計算上の差異 ▲ １２０，３３９千円
貸借対照表計上額純額 ４８７，００９千円
退職給付引当金 ４８７，００９千円

（４）退職給付費用及びその内訳項目の金額
勤務費用 ７９，８５２千円
利息費用 －千円
期待運用収益 ▲ １４，４８２千円
数理計算上の差異の費用処理額 ３２，７７４千円
退職給付費用 ９８，１４４千円

（５）年金資産の主な内訳
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。
（確定給付型年金制度）
一般勘定 １００％
（特定退職金共済制度）
債券 ７３％
年金保険投資 ２１％
現金及び預金 ４％
その他 ２％
合計 １００％

（６）長期期待運用収益率の設定方法に関する記載
年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想さ

れる年金資産の配分と年金資産を構成する多様な資産からの現在及
び将来期待される長期の収益率を考慮しています。

（７）割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項
割引率 ０．０％
長期期待運用収益率
特定退職金共済制度 ０．７５％
確定給付型年金制度 １．４４％

数理計算上の差異の処理年数 １０年
（８）特例業務負担金の将来見込額

人件費（うち福利厚生費）には、厚生年金保険制度及び農林漁業
団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組
合法等を廃止する等の法律附則第５７条の規定に基づき、旧農林共済
組合（存続組合）が行う特例年金給付等の業務に要する費用に充て
るため拠出した特例業務負担金１９，８５８千円を含めて計上しています。
なお、同組合より示された平成３０年３月現在における平成４４年３

月までの特例業務負担金の将来見込額は２５３，０６２千円となっています。

―１８―



（注）１．事業分量配当金の基準は、以下のとおりです。

事業分量配当の項目 基 準 配当金額

能登米出荷 １俵（６０㎏）当り５００円 ３１，３０５，５００円

２．次期繰越剰余金には、教育、生活・文化改善の事業に充てるための繰越額１０，０００千円が含
まれています。

３．任意積立金における目的積立金の積立目的及び積立目標額、取崩基準等は次のとおりです。

７．税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳

（単位：千円）
項 目 当 期

繰延税金資産
貸倒引当金超過額 ２１，１６８
退職給付引当金 １３４，７０６
賞与引当金 １８，９１０
減損損失否認額 ７８，５３７
その他 ２３，０２９
繰延税金資産小計 ２７６，３５３
評価性引当額 ▲ ６７，４２３
繰延税金資産合計（Ａ） ２０８，９２８

繰延税金負債
全農統合に係る合併交付金 ▲ ９，６０２
その他 ▲ １９２
その他有価証券評価差額金 ▲ １０２，１４０
繰延税金負債合計（Ｂ） ▲ １１１，９３４

繰延税金資産純額（Ａ）＋（Ｂ） ９６，９９３

（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差

異が法定実効税率の１００分の５以下であるため注記を省略しています。

８．その他の注記
（１）当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約

当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、組
合員等からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された
条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ
とを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
９２１，０７４千円であります。

（２）オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に

準じた会計処理によっています。
また、解約金は５２，５４１千円です。

９．キャッシュ・フロー計算書に関する注記
キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、貸借対象表上の

「現金」及び「預金」のうち、「現金」及び「預金」中の当座預金、普
通預金及び通知預金となっています。

５．剰余金処分計算書

項 目 平成２８年度 平成２９年度
１．当 期 未 処 分 剰 余 金 ３２４，９３８ ３４３，１４４
２．剰 余 金 処 分 額 ２６６，１４０ ２５３，９８４
（１）利 益 準 備 金 ４０，０００ ４０，０００
（２）任 意 積 立 金 １６０，０３９ １５６，２０１

リスク管理積立金 ２０，０００ ３０，０００
農業経営基盤積立金 ４５，０００ ４５，０００
税 効 果 積 立 金 ２５，０３９ １１，２０１
施 設 整 備 積 立 金 ７０，０００ ７０，０００

（３）出 資 配 当 金 ２６，６５６ ２６，４７８
（年率） （１．０） （１．０）

（４）事 業 分 量 配 当 金 ３９，４４４ ３１，３０５
３．次 期 繰 越 剰 余 金 ５８，７９８ ８９，１５９

種 類 積 立 目 的 積立目標額または積立基準 取 崩 基 準

リスク管理積
立金

貸出金等不良債権の貸倒損失等、有価証券運用
の評価損・処分損、預け金の損失、固定資産の
減損損失、損害賠償義務に伴う損失、訴訟等に
伴う費用、地震・火災等の災害に伴う修繕費用、
資本的支出、農林年金制度変更に伴う費用に備
える。

積立対象資産期末帳簿価額の１０／１０００
に達する額

積立目的の事象が発生した
場合に限り、目的に沿った
取崩しとして取崩す。

農業経営基盤
積立金

営農指導事業に関するもので特別措置及び臨時
措置に要する費用もしくは支出に備え、計画的
な財源確保を図る。

販売品取扱高の１０／１００相当額 積立目的の事象が発生した
場合に限り、目的に沿った
取崩しとして取崩す。

施設整備積立
金

施設の取得、修繕、処分に備える。 １ 取得予定施設の取得価額相当額
２ 修繕に要する費用が多額な固定資
産について、取得価額の１０％以内

３ 施設整備及び遊休資産等の処分に
伴う、取壊費用、処分損相当額

積立目的の事象が発生した
場合に限り、目的に沿った
取崩しとして取崩す。

税効果積立金 繰延税金資産の当年度増加分を自己資本に充当。毎事業年度に算定される税効果相当額
の増加額。

当期において過年度に積み
立てた税効果相当額が減少
する場合。

（単位：千円、％）

―１９―



平成２９年度
（単位：千円）

※ ⑥⑩⑫⑮⑰は、各課に直課できない部分。

（注）１．共通管理費及び営農指導事業の他部門への配賦基準等
（１）共通管理費等

事業総利益割６０％、要員数割４０％で配賦しています。
（２）営農指導事業

営農関連事業に全額を配賦しています。
２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連
事 業

生活その他
事 業

営農指導
事 業

共通管理費
等

事 業 収 益 ① ６，０１８，１６４ ８３９，４３１ ８８６，９０９ １，９０４，３３８ ２，３８０，１２４ ７，３６３
事 業 費 用 ② ３，６４８，４５３ １２３，４０４ ６３，７６４ １，４６１，６９９ １，９７８，１３６ ２１，４４９
事 業 総 利 益 ③
（①－②） ２，３６９，７１０ ７１６，０２６ ８２３，１４４ ４４２，６３８ ４０１，９８７ ▲１４，０８６

事 業 管 理 費 ④ ２，１３８，７２９ ５９６，５１７ ５０９，７５５ ５１４，６９１ ４７５，６５９ ４２，１０８
（うち減価償却費 ⑤－１） （１４１，６２０） （１６，７９６） （１０，２８０） （７３，２９１） （４０，８７７） （３７６）
（うち人件費 ⑤－２）（１，５３７，１３９） （４１４，０４２） （４１４，４８４） （３４４，３２８） （３３１，４８７） （３２，７９８）
※うち共通管理費 ⑥ １６０，１３９ １８４，６５４ ８０，８３７ ８４，５６５ － ▲５１０，１９５
（うち減価償却費 ⑦－１） （８，２８３） （８，６０３） （３，２５４） （３，４４３） （－）（▲２３，５８３）
（うち人件費 ⑦－２） （８６，４９１） （１０６，５３５） （５１，６２０） （５４，３０８） （－）（▲２９８，９５３）
事 業 利 益 ⑧
（③－④） ２３０，９８０ １１９，５１０ ３１３，３８９ ▲７２，０５２ ▲７３，６７２ ▲５６，１９４

事 業 外 収 益 ⑨ １２０，１９９ ４４，３０２ ２７，９５０ ２０，８４０ ２７，０８２ ２５
※うち共通分 ⑩ ２２，８８２ ２７，２１９ １５，３０７ １５，８５１ － ▲８１，２５９
事 業 外 費 用 ⑪ ９，７１０ １６２ ２３４ ９，０１５ ３００ －
※うち共通分 ⑫ １６２ ２３４ ４５ ３８ － ▲４７９
経 常 利 益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪） ３４１，４６９ １６３，６５０ ３４１，１０５ ▲６０，２２７ ▲４６，８９０ ▲５６，１６９

特 別 利 益 ⑭ ２４６，３９８ ４７，７９８ １２１，０２９ ３６，６３０ ４０，９４１ －
※うち共通分 ⑮ ４７，７９８ １２１，０２９ ３６，６３０ ４０，９４１ － ▲２４６，３９８
特 別 損 失 ⑯ ３１２，３６７ ６１，９２４ １５１，５９４ ４７，０４１ ５１，８０８ －
※うち共通分 ⑰ ６０，９０２ １５１，５９４ ４６，３５８ ５１，８０８ － ▲３１０，６６２
税 引 前 当 期 利 益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯） ２７５，５００ １４９，５２４ ３１０，５４０ ▲７０，６３８ ▲５７，７５６ ▲５６，１６９

営農指導事業分配賦額 ⑲ － － ５６，１６９ － ▲５６，１６９
営農指導事業分配賦後
税 引 前 当 期 利 益 ⑳
（⑱－⑲）

２７５，５００ １４９，５２４ ３１０，５４０ ▲１２６，８０７ ▲５７，７５６

（単位：％）

区 分 信用事業 共済事業 農業関連
事 業

生活その他
事 業

営農指導
事 業 計

共 通 管 理 費 等 ３１ ３６ １６ １７ － １００

営 農 指 導 事 業 － － １００ － － １００

６．部門別損益計算書

―２０―



平成２８年度
（単位：千円）

※ ⑥⑩⑫⑮⑰は、各課に直課できない部分。

（注）１．共通管理費及び営農指導事業の他部門への配賦基準等
（１）共通管理費等

事業総利益割６０％、要員数割４０％で配賦しています。
（２）営農指導事業

営農関連事業に全額を配賦しています。
２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）

区 分 計 信用事業 共済事業 農業関連
事 業

生活その他
事 業

営農指導
事 業

共通管理費
等

事 業 収 益 ① ５，９２７，９１７ ８８０，５４１ ８８７，００５ １，９７３，４０１ ２，１７８，８９２ ８，０７８
事 業 費 用 ② ３，５６３，０９８ １５７，４７６ ７９，１３７ １，５２７，３２９ １，７７２，９５０ ２６，２０６
事 業 総 利 益 ③
（①－②） ２，３６４，８１８ ７２３，０６５ ８０７，８６７ ４４６，０７２ ４０５，９４３ ▲１８，１２９

事 業 管 理 費 ④ ２，２０４，５３２ ６１１，６２９ ５０３，８６１ ５４７，２７２ ４９５，０７１ ４６，６９９
（うち減価償却費 ⑤－１） （１８０，４３７） （２８，０４８） （１７，１５２） （８３，８９２） （５０，９６２） （３８３）
（うち人件費 ⑤－２）（１，５８１，８３２） （４２６，８０８） （４１０，８９２） （３６７，８２５） （３３６，５４６） （３９，７６１）
※うち共通管理費 ⑥ １６９，０４６ １６１，３４４ ８６，０５４ ８８，３１５ － ▲５０４，７５９
（うち減価償却費 ⑦－１） （１４，９８８） （１５，２５６） （７，６２６） （７，９８９） （－）（▲４５，８５９）
（うち人件費 ⑦－２） （８７，５６０） （８４，５４５） （５２，４３９） （５２，７０８） （－）（▲２７７，２５２）
事 業 利 益 ⑧
（③－④） １６０，２８５ １１１，４３６ ３０４，００７ ▲１０１，２０１ ▲８９，１２９ ▲６４，８２８

事 業 外 収 益 ⑨ ９５，４８１ ２６，１８４ ２５，９０４ １６，６３７ ２６，３８８ ３６８
※うち共通分 ⑩ ２３，５８３ ２５，１７４ １５，１５８ １５，０２７ － ▲７８，９４２
事 業 外 費 用 ⑪ １，１６３ ２３８ ２７３ ４８１ １７１ －
※うち共通分 ⑫ ２３８ ２７３ １５５ １７１ － ▲８３７
経 常 利 益 ⑬
（⑧＋⑨－⑪） ２５４，６０３ １３７，３８３ ３２９，６３８ ▲８５，０４５ ▲６２，９１４ ▲６４，４５９

特 別 利 益 ⑭ ６８３ ２０８ ２０７ １３２ １３６ －
※うち共通分 ⑮ ２０８ ２０７ １３２ １３６ － ▲６８３
特 別 損 失 ⑯ ５４，９５５ １５，７２９ １６，９６２ １１，０５１ １１，２１３ －
※うち共通分 ⑰ １５，７２９ １６，９６２ １１，０５１ １１，２１３ － ▲５４，９５５
税 引 前 当 期 利 益 ⑱
（⑬＋⑭－⑯） ２００，３３２ １２１，８６２ ３１２，８８４ ▲９５，９６４ ▲７３，９９１ ▲６４，４５９

営農指導事業分配賦額 ⑲ － － ６４，４５９ － ▲６４，４５９
営農指導事業分配賦後
税 引 前 当 期 利 益 ⑳
（⑱－⑲）

２００，３３２ １２１，８６２ ３１２，８８４ ▲１６０，４２３ ▲７３，９９１

（単位：％）

区 分 信用事業 共済事業 農業関連
事 業

生活その他
事 業

営農指導
事 業 計

共 通 管 理 費 等 ３３ ３２ １７ １７ － １００

営 農 指 導 事 業 － － １００ － － １００

―２１―



確認書

１．私は、当 JAの平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの事業年度にかかるディスクロー
ジャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するすべての重要な点において、農業協同組合法
施行規則に基づき適正に表示されていることを確認いたしました。

２．この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備され、有効に機能してい
ることを確認しております。
（１）業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が整備されております。
（２）業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効性を検証しており、重
要な事項については理事会等に適切に報告されております。

（３）重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

平成３０年７月１０日
能登わかば農業協同組合

代表理事組合長

Ⅱ 損益の状況
１．最近の５事業年度の主要な経営指標

（単位：千円、口、人、％）

種 類 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
経 常 収 益 ７，６７５，５５７ ６，５８３，７０５ ６，０１４，５２９ ５，９２７，９１７ ６，０１８，１６４
信 用 事 業 収 益 ８９２，４６３ ９００，４５８ ８７６，１７０ ８８０，５４１ ８３９，４３１
共 済 事 業 収 益 ９４６，２８４ ９３２，５７５ ９２０，５８４ ８８７，００５ ８８６，９０９
農業関連事業収益 ２，３９３，０９２ １，８８０，２５１ １，９２２，２２５ １，９８１，４７９ １，９１１，７０１
その他事業収益 ３，４４３，７１８ ２，８７０，４２１ ２，２９５，５５０ ２，１７８，８９２ ２，３８０，１２４

経 常 利 益 ３３０，３４４ ２１８，２１４ ２６２，２５８ ２５４，６０３ ３４１，４６９
当 期 剰 余 金 ２０３，４０９ １２４，６８６ １７４，０７４ １５５，２２９ １９８，３４６
出 資 金 ２，８４７，４５１ ２，７９３，６２７ ２，７４３，２３５ ２，６９９，４３３ ２，６６７，５７８
（出 資 口 数） ２，８４７，４５１ ２，７９３，６２７ ２，７４３，２３５ ２，６９９，４３３ ２，６６７，５７８
純 資 産 額 ７，１５７，６４４ ７，１８５，１８０ ７，３７２，８０４ ７，３２０，８７１ ７，４１５，６７７
総 資 産 額 ９９，６３４，７７７ ９９，００３，０４６ １０２，３０８，６９６ １０４，１２０，６２７ １０５，７５４，２５６
貯 金 残 高 ８８，３３８，９０６ ８９，１０４，５４０ ９１，８８９，８３８ ９３，７６１，４５５ ９５，０３０，６１７
貸 出 金 残 高 ２４，５９０，０４７ ２３，１１３，８１０ ２１，７３２，９３３ ２０，４９４，９５２ １８，８７９，５６８
有 価 証 券 残 高 １０，７１２，３２８ １０，９７３，２１５ １１，３９５，７２６ １０，９９９，２３７ １２，０９２，８７１
剰 余 金 配 当 金 額 ３３，５５７ ２７，６８９ ２１，８２９ ６６，１０１ ５７，７８３
出 資 配 当 金 ３３，５５７ ２７，６８９ ２１，８２９ ２６，６５６ ２６，４７８
事業分量配当金 － － － ３９，４４４ ３１，３０５

職 員 数 ３０８ ２８９ ２７３ ２５２ ２４８
単体自己資本比率 ２１．６５ ２１．９７ ２１．５１ ２０．２８ １９．８３

７．財務諸表の正確性等にかかる確認

（注）１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。
２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。
３．信託業務の取り扱いは行っていません。
４．「単体自己資本比率」は、「農業協同組合がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年金融庁・農水省告示第２号）に
基づき算出しています。

―２２―




